
 

 

 

議 案 第 ６ ６ 号  

令 和 ６ 年 度 能 代 市 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ）  

令 和 ６ 年 度 能 代 市 の 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ２ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条  歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ２ ５ ６ ， ９ ０ ６ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出

そ れ ぞ れ ３ ５ ， ０ ４ ６ ， ６ ４ ０ 千 円 と す る 。  

２  歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、 「 第 １ 表

歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。  

（ 債 務 負 担 行 為 の 補 正 ）  

第 ２ 条  債 務 負 担 行 為 の 追 加 は 、 「 第 ２ 表  債 務 負 担 行 為 補 正 」 に よ る 。  

（ 地 方 債 の 補 正 ）  

第 ３ 条  地 方 債 の 変 更 は 、 「 第 ３ 表  地 方 債 補 正 」 に よ る 。  

令 和 ６ 年 ６ 月 ４ 日 提 出  

                                                              能 代 市 長    齊  藤  滋  宣  
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第２表　債務負担行為補正

令和 年度

第３表　地方債補正

（単位千円）

事 項

政府資金の場合
は、その融資条
件による。銀行
その他の場合は
債権者と協議し
て定める。ただ
し、市財政の都
合により据置期
間及び償還期限
を短縮し、もし
くは繰上償還又
は低利に借換え
することができ
る。

証書借入れ
又は証券発
行

 3.00％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
場合、利率の
見直しを行っ
た後において
は、当該見直
し後の利率）

政府資金の場合
は、その融資条
件による。銀行
その他の場合は
債権者と協議し
て定める。ただ
し、市財政の都
合により据置期
間及び償還期限
を短縮し、もし
くは繰上償還又
は低利に借換え
することができ
る。

36,300

限 度 額 起債の方法 利　　率 償還の方法

県営ため池等整備事業
（負担金等）債

34,000 証書借入れ
又は証券発
行

 3.00％以内
（ただし、利
率見直し方式
で借り入れる
場合、利率の
見直しを行っ
た後において
は、当該見直
し後の利率）

起　債　の　目　的
補　　　正　　　後補　　　正　　　前

限 度 額 起債の方法 利　　率 償還の方法

６

　変　更

（単位千円）

期 間 限 度 額

クラウド型収蔵品管理システム使用料 １，０８９

　追　加

～ ８



 

 

 

議 案 第 ６ ７ 号  

令 和 ６ 年 度 能 代 市 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ）  

令 和 ６ 年 度 能 代 市 の 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 １ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

（ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）  

第 １ 条  事 業 勘 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ ２ ， ２ ０ ０ 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳

入 歳 出 そ れ ぞ れ ５ ， ６ ０ ３ ， ６ ３ ６ 千 円 と す る 。  

２  事 業 勘 定 の 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、

「 第 １ 表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。  

令 和 ６ 年 ６ 月 ４ 日 提 出  

                                                              能 代 市 長    齊  藤  滋  宣  
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１．一 般 職

 （１）総 括 （単位千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

)

補 正 後 486 人 569,168 1,706,399 1,167,643 3,443,210 858,683 4,301,893

)

補 正 前 486 570,318 1,706,399 1,167,643 3,444,360 858,683 4,303,043

)

比 較 0 △1,150 0 0 △1,150 0 △1,150

特殊勤務 時間外勤務 休日勤務
手　　当 手　　　当 手　　当

43,518 21,765 25,066 1,326 35,235 143,181 1,283

職 員 手 当 43,518 21,765 25,066 1,326 35,235 143,181 1,283

0 0 0 0 0 0 0

管 理 職 員 期末勤勉

の 内 訳 特 別 勤務 手当 手　　当

2,006 868,828 24,859 576 1,167,643

2,006 868,828 24,859 576 1,167,643

0 0 0 0 0

職員数486人の内訳

職員数486人の内訳

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

区　　分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 　計 備 考

　再任用職員　 　　 　29人
  会計年度任用職員　  58人
　上記以外の職員  　 399人

( 402

( 404

区　　分 管理職手当

　再任用職員　 　　 　29人
  会計年度任用職員　  58人
　上記以外の職員  　 399人

( △2

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する
　職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

扶養手当 住居手当 通勤手当

補 正 後

計地域手当寒冷地手当

補 正 前

比 較

区　　分

補 正 後

補 正 前

比 較



 ア　会計年度任用職員以外の職員 （単位千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

( 3 )

補 正 後 428 人 1,589,736 916,977 2,506,713 694,153 3,200,866

( 3 )

補 正 前 428 1,589,736 916,977 2,506,713 694,153 3,200,866

( 0 )

比 較 0 0 0 0 0 0

特殊勤務 時間外勤務 休日勤務
手　　当 手　　　当 手　　当

43,518 21,765 21,210 1,326 35,235 134,397 1,283

職 員 手 当 43,518 21,765 21,210 1,326 35,235 134,397 1,283

0 0 0 0 0 0 0

管 理 職 員 期末勤勉

の 内 訳 特 別 勤務 手当 手　　当

2,006 630,802 24,859 576 916,977

2,006 630,802 24,859 576 916,977

0 0 0 0 0

区　　分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 　計 備 考

職員数428人の内訳

　再任用職員　 　　  29人
  再任用職員以外　  399人

職員数428人の内訳

　再任用職員　 　　  29人
  再任用職員以外　  399人

比 較

※職員数欄の（　　）内は、再任用短時間勤務職員について外書き

区　　分 扶養手当 住居手当 通勤手当 管理職手当

補 正 後

補 正 前

比 較

区　　分

補 正 後

地域手当 計寒冷地手当

補 正 前
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 イ　会計年度任用職員 （単位千円）

報　　酬 給　　料 職員手当 計

)

補 正 後 58 人 569,168 116,663 250,666 936,497 164,530 1,101,027

)

補 正 前 58 570,318 116,663 250,666 937,647 164,530 1,102,177

)

比 較 0 △1,150 0 0 △1,150 0 △1,150

時間外勤務 期末勤勉
手　　　当 手　　当

職 員 手 当 3,856 8,784 238,026 250,666

の 内 訳 3,856 8,784 238,026 250,666

0 0 0 0

計

備 考

※職員数欄の（　　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当た
　りの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き

区　　分 通勤手当

( △2

補 正 後

補 正 前

比 較

( 399

( 401

区　　分 職 員 数
給 与 費

共 済 費 合 　計



（２）給料及び職員手当の増減額の明細 （単位千円）

区　　分 備 考

報　　　 酬 △1,150 そ の 他 の 増 減 分 △1,150 異動等

合
計

報　　　 酬 △1,150 △1,150

会
計
年
度
任
用
職
員
以
外
の
職
員

会
計
年
度
任
用
職
員

説 明増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳
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　追　加  （単位千円）

期　間 金　　額 金　　額 地方債 その他

令和  年度

１，０８９ 1,089 544６ ～ ８クラウド型収蔵品管理システム使用料

債 務 負 担 行 為 で 翌 年 度 以 降 に わ た る も の に つ い て の 前 年 度 末

ま で の 支 出 額 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事　　　　　　　項 限　　度　　額

前年度末までの 当該年度以降の 左    の    財    源    内    訳

支　  出 　 額 支 出 予 定 額 特    定    財    源

一般財源国  庫
支出金

県
支出金

期　間

545



（単位千円）

当該年度末現在高見込額

補正前の額 補 正 額 補正後の額

 1.普  　通  　債 20,226,085 20,806,843 5,210,600 2,300 5,212,900 2,609,867 23,407,576 2,300 23,409,876

 (1) 土 木 4,259,181 4,697,684 805,200 805,200 431,201 5,071,683 5,071,683

 (2) 農 林 水 産 1,962,825 2,067,660 222,500 2,300 224,800 215,913 2,074,247 2,300 2,076,547

 (3) 教 育 4,972,517 5,359,657 876,800 876,800 677,138 5,559,319 5,559,319

 (4) 住 宅 2,008,172 2,042,448 810,400 810,400 137,622 2,715,226 2,715,226

 (5) 商 工 143,616 126,949 20,056 106,893 106,893

 (6) そ の 他 6,879,774 6,512,445 2,495,700 2,495,700 1,127,937 7,880,208 7,880,208

 2.災 害 復 旧 債 32,209 363,262 7,488 355,774 355,774

 (1) 土 木 19,582 152,698 7,256 145,442 145,442

 (2) 農 林 水 産 12,627 210,564 232 210,332 210,332

（3）そ の 他

 3.そ    の    他 10,060,546 9,172,481 46,600 46,600 948,263 8,270,818 8,270,818

 (1) 転 貸 債 2,833 3,999 1,500 1,500 501 4,998 4,998

 (2) 減 税 補 て ん 債 39,202 22,762 11,958 10,804 10,804

 (3) 減 収 補 て ん 債 82,177 82,177 4,811 77,366 77,366

 (4) 臨 時 財 政 対 策 債 9,936,334 9,063,543 45,100 45,100 930,993 8,177,650 8,177,650

30,318,840 30,342,586 5,257,200 2,300 5,259,500 3,565,618 32,034,168 2,300 32,036,468

補正後の額

合        計

地 方 債 の 前 々 年 度 末 、 前 年 度 末 及 び 当 該 年 度 末

に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区        分
前 々 年 度 末
現 在 高
見 込 額

前 年 度 末
現 在 高
見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当 該 年 度 中
元 金 償 還
見 込 額補正前の額 補 正 額
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国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算  

 



 

 

 

  




